
Ⅱ.申請書作成要領（役務委託業務等） 

 

※ 申請書ほかすべての提出書類は本店（本社）名で申請してください。 

※ 記入される際は、各様式シートの２ページ目以降にあります、記入例も参考にし

てください。 

※ 書類を提出される前に、必ず別紙「Ⅰ.提出書類一覧表（役務委託業務等）」によ

り不足がないか確認してください。  

 

１ 入札参加資格審査申請書〈役・様式１〉 

記入欄 【法人の場合】 【個人の場合】 

※受付番号 市記入欄のため、記入しないでください。 

登録区分 新規・更新のどちらかに○を付けてください。 

法人・個人 法人・個人のどちらかに○を付けてください。 

本店（本社） 
本店（本社）の住所について、市内・県内・県外のいずれかに○

を付けてください。 

委任 

守山市との取引の権限を本店

等から営業所等に委任する場合

は、ありに○を付けてください。

委任しない場合は、なしに○を

付けてください。 

なしに○を付けてください。 

（個人事業者が他者に取引の権

限を委任することはできませ

ん。） 

●申請者（本店（本社）） 

登記上の住所 

（※法人のみ） 

登記事項証明書のとおり記入

してください。 

記入不可です。 

住所 

（※個人） 

（※法人は登記と

異なる場合のみ） 

この欄は記入不要です。 

登記上の住所と実際の住所が

異なる場合のみ記入してくださ

い。この場合、実際上の所在地

の市町村民税納税証明書を添付

してください。 

確定申告書の住所（事業所在

地）のとおり記入してください。 

●委任先（取引の権限を委任する営業所等（代理人）） 

住所、営業所等の

名称、代理人職名、

代理人氏名 

委任状の代理人欄と同一の内

容を記入してください。 

記入不可です。 

（個人事業者が他者に取引の権

限を委任することはできませ

ん。） 

 



２ 営業概要表等〈役・様式２〉 

記入欄 【法人の場合】 【個人の場合】 

●営業概要表 

売上高 

損益計算書の売上高（直前１

年分）を記入してください。な

お、半年決算の場合は、２決算

期分を記入してください。 

直近１決算期分の売上高を記

入してください。 

自

己

資

本 

資本金額 

貸借対照表の純資産の部合計

（純資産＝資産－負債）を記入

してください。 

記入不要です。 

純資産額 
資本金の額を記入してくださ

い。 

従業員数 

全従業員数を記入してくださ

い。なお、臨時または日雇いの

従業員は含みません。 

（常勤役員も含めてください。） 

技術関係職員の数を内数で（ ）

に記入してください。 

全従業員数を記入してくださ

い。なお、臨時または日雇いの

従業員は含みません。 

（事業主も含めてください。） 

技術関係職員の数を内数で（ ）

に記入してください。 

営業年数 
営業を開始した年から審査基準日（令和７年１月１日）までの期

間を記入してください。（１年未満は切り捨て） 

業務概要 
事業所または個人事務所における取扱い事業、業務全般（得意分

野等）の概要を具体的に記入してください。 

近 年 の 業 務 実 績

（事例）など 

参考となる業務実績例の概要を具体的に記入してください。 

※希望取引種目ごとの実績は、希望取引種目表（様式４）に記入し

てください。 

営業許可等 

取引希望の種目で、営業に許認可等の必要な業種は、許認可等の

種類、許認可等の番号を記入し、その証明書の写しを添付してくだ

さい。 

●申請書記載担当者 

所属等、氏名、電

話番号（連絡先） 

申請書の記載内容について問い合わせの窓口となる方の氏名等

を記入してください。 

 



３ 委任状〈役・様式３〉 【※法人のみ。個人事業者は委任できません】 

・営業所等の長に守山市との取引上の一切の権限を委任する場合のみ提出してくださ

い。  

・代理人印または代理人の役職が特定される印を押印してください。  

※ この申請における受任者（代理人）とは、「代表者から、守山市との取引上の一切

の権限について委任を受けて、入札・契約・請求等の法行為を自分の名において行

う者」を言います。  

 

４ 希望取引種目表〈役・様式４〉 

記入欄 【法人の場合】 【個人の場合】 

種目番号 

（100 から 145 ま

で） 

守山市との取引を希望する営業種目を、別表「Ⅲ.種目区分表（役

務委託業務等）」から選んで番号を記入してください。希望する順

に５つまで記入できます。 

取扱内容 

（①から⑳まで） 

別紙「Ⅲ.種目区分表（役務委託業務等）」から、上記種目番号

の取り扱いのある丸数字を若い順に記入してください。 

業務内容 

業務内容を詳しく記入してください。なお、上記の取扱内容で

⑳その他を記入した場合は、その内容を具体的に記入してくださ

い。 

主な取引先、契約

実績 

主な取引先、契約実績を記入してください。 

その他注意事項 

種目区分については、必ず今年の種目区分表で種目番号と取扱

内容の丸数字を確認してください。 

リース・レンタル等は役務委託業務等で申請してください。（役

務委託業務等の種目番号 120 から 128 までがリース・レンタルで

す。） 

申請された希望取引種目を、有効期間中に変更（取り消しは除

く）することはできません。 

 

５ 使用印鑑届〈役・様式５〉  

・商号印、社印等がある場合は押してください。無い場合は結構です。 

・使用印は、契約・請求等の取引に使用する代表者の印鑑を押してください。 

  

６ 登記事項証明書（写） 【※法人のみ】  

・現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書の写しを提出してください。  

・申請日において発行日から３か月以内のものに限ります。 

※資源節約のため、両面印刷に努めてください。 

 



７ 印鑑証明書（写）  

・実印は印鑑証明書の写しを添付してください。  

・申請日において発行日から３か月以内のものに限ります。  

 

８ 営業許可書（写）  

・許可、認可等の必要な業種にあっては、その証明書の写しを添付してください。 

※資源節約のため、両面印刷に努めてください。  

 

９ 納税証明書（写）  

・申請日において発行日から３か月以内のものに限ります。  

・支店等に権限を委任する場合は、本店および支店等の証明書を提出してください。

例）本店（大阪府大阪市）から支店（滋賀県守山市）へ委任する場合、本店での国税

（税務署）・市税（大阪市）および支店での市税（守山市）が必要です。  

・以下の税金について、未納の税額がないことの証明書（完納証明書等）の写しを提

出してください。  

 

【法人の場合】  ・国税   ：法人税、消費税および地方消費税(その３の３) 

        ・市町村税 ：法人市町村民税、固定資産税  

   ※特別区（東京 23 区）は、市町村税に代えて都税（法人都民税、固定資産税）の

証明を添付してください。  

 

【個人の場合】  ・国税   ：申告所得税、消費税および地方消費税(その３の２) 

        ・市町村税 ：市町村民税、固定資産税  

・本店および支店等の所在地の公共団体において、完納証明書の書式発行がない場合

に限り、直前１年分の納税証明書の写しを提出してください。  

 

10 守山市暴力団排除条例第６条の規定に基づく照会同意書〈様式６〉  

・【法人の場合】  

申請日現在の名簿として提出してください。  

法人に係る登記事項証明書の「役員に関する事項」に記載のある全ての方（辞任・

退任は除く）、また、委任者のある方は、役員であるか否かに関わらず職名、氏名、

委任先事業所の所在地を記入してください。  

・【個人の場合】  

現在の代表者の方について記入してください。  

 

11 身元証明書（写） 【※個人事業者のみ】  

・個人事業者の方は、本籍地のある市町村より発行された身元証明書（申請日におい



て発行日から３か月以内のもの）の写しを添付してください。  

 

12 企業内人権問題研修会実施計画書〈役・様式７－１〉  

・守山市内に本店を有する事業者のみ提出してください。  

 

13 企業内人権問題研修会実績報告書〈役・様式７－２〉  

・守山市内に本店を有する事業者のみ提出してください。  

 


